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(公的年金)：アベノミクスと年金財政の関係 ～ 就労拡大で国民年金財政が改善 

 

2014年６月に発表された公的年金の財政検証では、アベノミクスの奏効を仮定するか否かで

結果が分かれた。アベノミクスが奏効して女性や高齢者の労働参加が進むと、国民年金財政が

改善して基礎年金の削減が抑えられる結果になっているが、就労拡大と国民年金財政の関係は

一見無関係に感じられる。本稿では、両者の関係を公開データの範囲で紐解いてみる。 

 

2014年６月に発表された公的年金の財政検証結果をみると、８通りの経済前提のうちケースＡ

～Ｅでは大きな違いがない一方、ケースＥとＦの間で結果に開きがあった。一般に、年金財政

は実質賃金上昇率の影響を大きく受けるが、両者の長期の物価上昇率と賃金上昇率は一致して

いる。他の何が差の原因かを見ることは、年金財政の健全化を理解する上で重要な情報となる。 

 

図表１ 2014年公的年金財政検証の前提と結果（概略） 
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本稿では、将来の基礎年金の水準を左右する国民年金財政の状況に注目する(巻末の解説を参

照)。ケースＥとＦの差が基礎年金で大きいほか、厚生年金財政は将来の基礎年金水準の影響

を受けて分析が複雑になるためである。国民年金の財政状況の指標として積立度合(積立金が

支出の何年分あるか)をみると、ケースＥが2023年から反転しているのに対し、Ｆは概ね一貫

して低下している（図表２左）。運用利回りの影響を除去するためにケースＥにＦの運用利回

りを適用したＥ’と、ケースＦにＥの運用利回りを適用したＦ’を加えてみると、ケースＥとＦ’
およびケースＦとＥ’の間に差が生じている（図表２右）。このことから、運用利回りの違い

だけではケースＥとＦの差を説明できないことが分かる。 

 

図表２ 国民年金の積立度合(積立金が支出の何年分あるか)の推移 
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積立度合の分子である積立金を見ると、積立度合ほどは両者の差が大きくない（図表３左）。

特に今後約10年間はケースＥとＦの差は小さく、ケースＦとＥ’の水準が近くなっていること

から（図表３右）、当面の積立度合の差の主因は積立金や運用利回り以外にあると推察される。 
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図表３ 国民年金の積立金(賃金上昇率で実質化)の推移 
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積立度合の分母である支出を見ると、特に今後約20年間はケースＥで減り方が大きい（図表４）。

これが、図表２で見た積立度合の差の一因になっていると推察される。 

 

図表４ 国民年金の支出(賃金上昇率で実質化)の推移 
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国民年金財政の支出のほとんどは、基礎年金への拠出金である。基礎年金への拠出金は、その

年の基礎年金費用の総額を、加入者数で按分して分担する仕組みになっている。そこで国民年

金の加入者数を見ると、ケースＥで当面の減り方が大きくなっている。これが、ケースＥで支

出の減り方が大きい現象、ひいてはケースＥの積立度合が高い現象、の原因と考えられる。 

 

図表５ 国民年金の加入者数の推移 
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国民年金の加入者（第１号被保険者）というと自営業のイメージが強いが、厚生労働省が実施

した「平成23年 国民年金被保険者実態調査」によると、国民年金第１号加入者のうち自営業

主と家族従業者の合計は全体の22.2％にとどまり、無職者が38.9％、臨時・パートが28.3％と

なっている。財政検証では、アベノミクスの効果で無職者が働き、厚生年金加入者に異動する

と仮定していると思われる。その結果として、国民年金の積立度合が上昇して財政状態が良く

なり、基礎年金の水準低下が抑えられる、という構造になっているようだ。この想定が現実の

ものとなるよう、景気の改善や労働需給のミスマッチの解消を期待したい。  （中嶋 邦夫） 
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(解説) 基礎年金と国民年金、公的年金財政の関係 

 ここでは、混乱しやすい基礎年金と国民年金の関係や、公的年金財政の構造について補足する。 

 基礎年金と国民年金という用語の使い分けについては、国民年金は加入する制度の名称で、

基礎年金は国民年金に加入した場合に受給できる年金の名称と理解すれば分かりやすい。 

 国民年金の加入者は、自営業などの第１号被保険者、会社員や公務員などの第２号被保険者、

第２号被保険者に扶養されている配偶者(専業主婦[夫])の第３号被保険者で構成される（補足

図表１）。このうち自営業などの第１号被保険者は、国民年金保険料を納める。この国民年金

保険料を受け入れるのが国民年金財政（厳密には年金特別会計の国民年金勘定）である（補足

図表２）。国民年金財政では、国民年金保険料の他に国庫負担や運用益を収入として受け入れ、

基礎年金の財源となる拠出金などを支出している（補足図表３）。 

 2004年改正で導入された給付削減の仕組み(マクロ経済スライド)では、年金財政がバランス

するまで給付削減を続けることになっている。その際、国民年金財政の支出のほとんどは基礎

年金への拠出であるため、基礎年金の給付削減をいつまで続けるかは、国民年金の財政状況を

見て判断することになった（補足図表４）。言い換えれば、将来の基礎年金の水準は、国民年

金の財政状況に左右される構造になっている。 

補足図表１ 公的年金制度の構造 
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補足図表２ 公的年金財政の構造 
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補足図表３ 年金財政の状況（2012年度・兆円） 
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収入 5 43 11 59 21
2 24 4 30 -
2 8 1 11 -
1 10 4 15 0

- - - - 21
支出 4 37 9 50 21

給付費 0 22 6 29 21
基礎年金へ 4 15 2 21 -

収支(時価) 0 6 2 9 0
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保険料収入
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補足図表４ 給付削減の構造 
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